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（４）プロポーザル広告文（別記参考様式第４号）  

今治市告示第 264号 

 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告  

 

次のとおり、プロポーザルの提出を招請します。  

 

令和８年８月３日 

 

今治市長 徳永 繁樹 

 

１ 事業概要 

（１）事業名 

伯方最終処分場跡 大規模太陽光発電事業 

 

（２）事業場所 

所在地 愛媛県今治市伯方町木浦甲4181番１ 

面積  30,724ｍ2（うちパネル等設置可能面積約23,500ｍ2） 

 

（３）事業の目的 

本事業は、伯方最終処分場跡地に大規模太陽光発電所を整備し、先行地域内

の公共施設等に「再生可能エネルギー100％電力」を供給し、電力の地産地消と

二酸化炭素排出量の削減を目指すものである。  

併せて、地域貢献型のメガソーラーとして、発電利益の一部を本市の脱炭素

先行地域及び発電所周辺地域に還元し、地域振興、地域の防災対応力向上を図

るものとする。 

（４）事業内容 

伯方最終処分場跡地を活用した大規模太陽光発電事業  

詳細は別紙「伯方最終処分場跡 大規模太陽光発電事業 仕様書」（以下「仕

様書」という。）のとおり  

（５）事業期間 

協定締結日から運転期間終了日まで（運転期間：原則20年間） 

（６）事業用地（事業場所）の貸付  

ア 事業用地の貸付は、公募型プロポーザル方式にて電力供給事業を行う契約

候補者を選定し協定を締結した後、今治市公有財産事務取扱規則に基づき行

うものとする。 

イ 貸付期間は、貸付日から運転期間終了日までとする。  

ウ 事業期間を通じての普通財産貸付料（以下「貸付料」という。）は、月額 2.28

円/㎡とし、事業者は、市の発行する納入通知書に基づき、年度単位 [４月～

３月・年額 27.36円/㎡]で支払うものとする。ただし、その価格が収益性、
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近隣地域における賃料の水準その他の事情を考慮した価格と比べ著しく相

違すると市長が認めるときは、本市と事業者の協議により見直すことができ

るものとする。 

エ 貸付料を納付する期間及び額については、初年度は、年額のうち貸付期間

に相応する額（日割り計算）を貸付期間の開始日から起算して10日以内に、

翌年度以降は年額を年度の開始日から起算して 30日以内に一括納付するこ

と。（月の途中における契約等により、契約の開始又は終了の月の日数が１

月の日数に満たない場合の貸付料は、当該月の日数に応じて日割計算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）

とする。また、貸付期間が20日未満である場合は、貸付料日額は、貸付料月

額の20分の１に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てた金額）とする。）  

（７）太陽光発電設備の仕様  

中国電力ネットワーク株式会社の高圧系統に連系可能な最大出力 1,997.8kW

未満（1,900kW以上）の発電設備とし、最大出力は、実施要領に基づき応募する

者（以下「応募者」という。）の提案とする。  

 

２ 提案単価（ＰＰＡ単価） 

（１）提案単価（以下「ＰＰＡ単価」という。）は、別紙２に示す電力供給予定施

設のうち、必須施設と自由提案施設のうち電力供給が可能な施設について提案

すること。なお、ＰＰＡ単価は、現在の契約種別ごとに共通の単価を設定する

こと。 

（２）各施設の供給予定電力量にＰＰＡ単価を乗じて算出した１年あたりの電気料

金（支払見込額）が各施設の１年あたりの電気料金（現行プラン）を超過して

いた場合は失格とする。 

 

３ 実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

４ 実施条件 

（１）本事業は、環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・

再エネ推進交付金）を整備費用の一部に活用する。本実施要領のほか、交付金の

実施要領等に沿った内容とすること。また、その他の補助制度の活用等を妨げる

ものではないが、国予算による補助制度の併用は行えないことに留意すること。  

（２）本事業で提案するPPA単価については、交付金額相当分（対象事業費の３分の２

以内（税抜））を当該 PPA 単価から控除すること。 

・交付金の上限額（予定総額）    ：400,000千円 

（年度毎の上限内訳）令和８年度   ： 78,106千円 

令和９･10年度：321,894千円（予定） 
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※令和９年度・令和10年度の交付金の配分は、提案内容（事業工程）に基

づくものとする。 

（３）本事業の実施に必要な中国電力ネットワーク株式会社の系統連系工事費用（工

事費負担金）は、事業者負担とする。  

（４）本市と事業者との本事業に係る契約は、交付金の交付決定後に締結する。  

（５）事業者は、可能な限り市内業者を活用するなど、地域への経済波及効果に資す

るよう十分に配慮すること。  

 

５ 参加資格要件 

プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たし、当該プロポー

ザルに係る参加表明を行い、参加資格の確認を受けた者（以下「参加者」という。）

とする。 

（１）単独の法人又は複数の法人によって構成されたコンソーシアムとする。  

ア コンソーシアムは、応募時に構成する法人の中から代表事業者を定め、そ

の代表事業者が申込み及び事業に必要な諸手続きを行うこと。  

イ コンソーシアムの構成員は、単独で応募することができない。また、他の

応募しているコンソーシアムの構成員となることもできない。  

ウ 応募申込受付期間終了後、コンソーシアムの構成員の変更及び追加は原則

として認めない。 

（２）日本国内に本社又は支社を有し、専門技術者等の十分な業務遂行能力及び適切

な執行体制を有している法人であること。  

（３） 本事業で施工役割を担う者は、本事業の公告日において、今治市建設工事競

争入札参加資格に関する要綱（平成17年度今治市要綱第92号）の規定による入札

参加資格者（電気工事）として認定された者を１者以上配置すること。  

（４）本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財政能力を有すること。  

（５）本事業と類似の履行実績を有すること。  

・オフサイトＰＰＡ事業の実績  

・企業、地方公共団体等の所有施設または土地等における、太陽光発電設備等

の設置事業の実績等（選定・契約・受注段階も可）で、野立て１ＭＷ以上と

する。 

（６）電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事

業者として登録されている者であること。  

（７）本事業を実施する体制の中に、以下の資格等を有する者を含めること。なお、

有資格者は、本事業を実施する体制に含まれる協力事業者の中でも構わない。  

・１級建築士、建築設備士、太陽光設計士のうちいずれかの資格を有する者又

は最大出力１ＭＷ以上の太陽光発電設備を設計した実績を有する者  

・１種電気工事士 

・１級又は２級電気工事監理技術者  

・第一種、第二種又は第三種電気主任技術者  
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（７）以下のいずれの項目にも該当しないこと。  

ア 契約を締結する能力を有しない者  

イ 破産者で復権を得ない者  

ウ 自治体との契約等において、地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第

167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者及びその者を代

理人、支配人、その他使用人として使用する者。ただし、その事実があった

後３年を経過した者については、この限りでない。  

エ 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続きの開始の申し立て、又

は会社更生法（平成 14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申立て、

又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立て

がなされている者。ただし、更生手続きの開始決定又は更生計画の認可決定

がなされている場合は、この限りではない。  

オ 市税等を滞納している者  

カ 今治市暴力団排除条例（平成22年今治市条例第50号）第２条第１号から第

３号までの規定に該当する者  

キ 公告日から契約締結の間において、今治市建設工事指名停止措置要綱（平

成17年今治市要綱第18号）に基づく指名停止措置を受けている期間中にある

者 

 

６ 担当部署 

今治市役所 

市民環境部 市民環境政策局 環境政策課 地域エネルギー政策推進係 

〒794-8511  愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市本庁舎第2別館８階 

TEL ：0898-36-1535 

FAX ：0898-24-7530  

E-mail：kankyou@imabari-city.jp 

 

７ 評価項目及び評価基準 

別紙のとおり 

 

８ スケジュール 

業務内容  日程  

公告  令和８年８月３日（月）公告  

実施要領の配布（ホームページでの公開） 令和８年８月３日（月）～令和８年８月14日（金） 

mailto:kankyou@imabari-city.jp
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実施要領に関する質問受付  令和８年8月19日（水）～令和８年９月４日（金） 

参加表明書・参加資格書類の受付  令和８年８月25日（火）～令和８年９月４日（金） 

事業場所の現地見学（希望者のみ）  令和８年９月１日（火）～令和８年９月３日（木） 

質問への回答  令和８年９月11日（金）  

参加資格確認結果通知・提案要請書の送付  令和８年９月28日（月）  

企画提案書の受付  令和８年10月１日（木）～令和８年10月16日（金） 

第１次審査  令和８年10月中旬  

第２次審査（最終審査）  令和８年10月下旬  

優先交渉権の決定・審査結果の通知（予定） 令和８年10月下旬  

 

８ 提出書類 

（参加表明書他）  

書類  

番号  
書 類 名 称  作 成 ・ 提 出 上 の 注 意 

※  チェックリスト  

・チェックリストを提出書類の先頭に添付し、書類番

号の順に並べて不足等がないことを確認のうえ提

出すること。  

１  参加表明書       （様式１－１）  

・印鑑は実印を押印すること。（法務局が証明する代

表者の印鑑）ただし、公告日時点で市の競争入札参

加者資格を有している者は、市に届け出ている使用

印鑑を押印すること。  

２  
コンソーシアム参加事業者表  

（様式１－２）  

・全ての参加事業者を記入すること。  

・コンソーシアムを構成する各メンバーを「参加事業

者」と定義し、また、その中の代表者を「代表事業

者」、それ以外の事業者を「構成事業者」と定義す

る。  
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３  
コンソーシアム構成事業者調書  

（様式１－３）  

・コンソーシアムを構成する全ての「構成事業者」に

ついて提出すること。  

・印鑑は実印を押印すること。（書類番号１の提出上

の注意欄を参照）  

４  
コンソーシアム協定書（写）  

（様式２：例示）  

・代表事業者及び必要事項を定めたコンソーシアム協

定書を締結し、その写しを提出すること。  

※コンソーシアムの実態に合う内容としてください。 

５  誓約書         （様式３）  

・全ての参加事業者が作成すること。  

・該当する項目の□に✓を入れること。  

・印鑑は実印を押印すること。（書類番号１の提出上

の注意欄を参照）  

６  会社概要        （様式４）  

・全ての参加事業者について作成すること。  

・事業者情報、事業内容、類似事業履行実績、 ISO認

証取得状況、専門分野の職員の状況、経営状況等に

ついて記入すること。  

７  印鑑証明書（原本）  

・全ての参加事業者が提出すること。  

・参加表明書に押印した実印の証明書を添付するこ

と。（発行後３ヶ月を超えないもの）  

８  法人登記簿謄本（写）  

・全ての参加事業者が提出すること。  

・法務局で発行する法人の履歴事項全部証明書   

  （発行後３ヶ月を超えないもの）  

９  財務諸表（写）  

・全ての参加事業者が提出すること。  

・直前２年分の財務諸表の写しを提出すること。  

（損益計算書の写し及び貸借対照表の写し）  

10 
完納証明書（原本）又は  

納税証明書（原本）  

・全ての参加事業者が提出すること。  

・次の証明書を添付すること。   

（発行後３ヶ月を超えないもの）  

ア．今治市で課税がある場合（今治市に本店・支店・

営業所・出張所等がある場合等）  

市（納税課）が発行する完納証明書  

イ．上記以外の場合本店所在地の市町村等が発行す

る完納証明書又は法人市町村民税の納税証明

書ただし、本店所在地が東京23区内の場合は、

都税事務所が発行する法人住民税納税証明書   

・市が発行する完納証明書についての詳細は、納税課

ホームページを参考にすること。  
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11 

法人税、消費税及び地方消費税の納税証

明書（写）（未納の税額がないことの証

明：その 3 の３）  

・全ての参加事業者が提出すること。  

・申告している税務署が発行する納税証明書   

＊免税事業者・新規事業者に関わらず添付すること。

（発行後３ヶ月を超えないもの）  

12 

建設業許可証（写）  

類似業務の履行実績を証明する契約書 

(写) 

・建設業許可を有する参加事業者は、許可証明書の写

しを添付すること。  

・本事業の類似業務の履行実績を証明する契約書等の

写しを添付すること。（必要部分のみの抜粋）  

13 
暴力団などに該当しないことの  

誓約書及び同意書    （様式５）  

・全ての参加事業者が提出すること。  

・印鑑は実印を押印すること。（書類番号１の提出上

の注意欄を参照）  

14 役員等氏名一覧表    （様式６）  
・全ての参加事業者が提出すること。  

15 現地見学日程調整票   （様式７）  
・現地見学を希望する場合に提出すること。  

 

（質問書・提案辞退届） 

書類  

番号  
書 類 名 称  作 成 ・ 提 出 上 の 注 意 

１  質問書         （様式８）  
・本事業に関する質問事項がある場合に提出するこ

と。  

２  提案辞退届       （様式９）  
・参加表明書提出後、提案を辞退する場合に提出する

こと。  

 

（企画提案書） ※別添仕様書に沿った提案内容を記載すること。  

書類

番号  
書 類 名 称  作 成 ・ 提 出 上 の 注 意 

※  チェックリスト  

・チェックリストを提出書類の先頭に添付し、書類

番号の順に並べて不足等がないことを確認のうえ

提出すること。  

１  企画提案書 表紙      （様式10－1）  
・コンソーシアムの場合は、代表事業者が提出する

こと。  

２  目次           （様式10－2）  
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３  

１_計画概要       （様式11－１） 
・事業全体の計画概要について記載すること。  

 （書類番号４～14の内容と整合させること。）  

 ・提案単価（PPA単価）（様式 11－２）  
・提案可能な契約が記載されているシートについて

添付すること。  

 ・事業効果集計表   （様式11－３）  

・電力供給予定施設（自由提案施設）のうち、提案

可能施設に●を入力し、供給予定電力量、電気料

金（支払見込額）、削減額の項目を完成させること。 

４  

（１）発電システムの概要  
 

 
・システムの特徴と機器選定理由  

（様式12－1）  

・システムの特徴と機器選定理由を簡潔に記載する

こと。  

・機器の仕様については、予定の内容で可とする。  

・専門用語の使用は、可能な限り控えること。  

 ・システム構成図   （様式12－2）  
・システム全体の機器構成図を記載すること。  

・機器の仕様は、予定の内容で可とする。  

 ・配置計画図     （様式12－3）  
・太陽光発電アレイ、受変電設備、構内柱、フェン

ス（追加分）の位置について記載すること。  

５  

（２）周辺環境及び景観等への配慮  

（３）処分場跡地を活用する上での配慮  

（様式13）  

・周辺環境や景観等に配慮した内容を記載すること。 

・廃棄物埋立処分場跡地を活用する上で計画してい

る内容（配慮事項）について記載すること。  

６  

（４）設置事業費  
 

 ・測量及び試験費等  （様式14－1）  
・除草費、測量業務、地盤調査、設計費、工事監理

費等、必要な業務について記載すること。  

 ・工事費       （様式14－2）  

・太陽光発電設備工事及び付帯工事について記載す

ること。  

・工事費は、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」

の実施要領（別表１）を参考に項目立てすること。 

７  （５）計画工程表     （様式15）  

・電力供給予定日までの計画工程を記載すること。  

・各種申請手続き、地元説明会、現地調査・測量業

務、実施設計、設置工事等、事業の進捗に重要な

イベントについて明記すること。  

８  

（６）事業実施に必要な行政手続き等  

（７）事業の採算性  

（様式16）  

・本事業の実施に必要な行政手続きについて記載す

ること。  

・資金計画及び事業期間中の長期収支計画について

記載すること。  
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９  

２_事業実施体制  
 

 

（１）事業全体の実施体体制  

（２）工事における計画及び実施体制  

（様式17－1）  

・事業全体の実施体制について、各役割分担等を含

めて記載すること。  

・設計、施工、工事監理の計画と実施体制及び役割

分担について記載すること。  

10  

（３）維持管理・メンテナンス等の  

計画及び実施体制  

（４）故障・緊急時の対応内容及び  

実施体制    （様式17－2）  

・維持管理・メンテナンス等の計画及び実施体制に

ついて記載すること。  

・故障発生及び災害発生時等、緊急時の対応内容及

び実施体制について記載すること。  

11 

 
（５）配置予定者の資格･経歴等調査票  

（様式17－3）  

・配置予定者が有する資格、類似業務に関する実務

経歴、担当する業務について記載すること。  

 （６）資格者証（写）  
・配置予定者が有する資格証（写）を添付すること。 

 （６ 参加資格要件（6）参照）  

12 ３_地域貢献に関する事項（様式18）  

・周辺地域の生活環境等に対する配慮について記載

すること。  

・大規模災害におけるエネルギーセーフティネッ

トとしての提案について記載すること。  

13 

４_地元企業（市内）との連携  

（コンソーシアム構成事業者を含む）  

（様式19）    

・資材調達に際しての地元企業への経済波及効果に

ついて記載すること。  

・施工・維持管理における市内企業との連携につい

て記載すること。  

14 ５_その他提案事項    （様式20）  
・本事業の実施にあたり「特筆すべき提案事項」に

ついて記載すること。  

 

９ 実施要領等の配布 

（１）配布期間 

令和８年８月３日（月）から令和８年８月14日（金） まで 

ただし、窓口での配布は、配布期間中の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、

午前８時30分から午後５時15分 

（２）配布方法 

・市ホームページからのダウンロード  

【URL】 https://www.city.imabari.ehime.jp/kankyou/ 

・配布場所での直接受け渡し  

【配布場所】前記「６ 担当部署」 

 

 

10 参加表明 
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参加者は、次の提出書類に各々書類符号を記した表紙とインデックスを付け、

A4縦長ファイルに閉じたもの１部を持参又は郵送すること。  

（１）提出期限 

令和８年８月25日（火）から令和７年９月４日（金）午後５時15分まで（必着） 

（２）提出場所 

前記「６ 担当部署」 

（３）提出書類 

「８ 提出書類（参加表明書他）」のとおり  

※提出書類の省略 

次に該当する場合は、以下の書類提出を省略することができる。  

・単独で参加する場合           ： 書類番号２～４ 

・今治市競争入札参加者資格を有している者  ： 書類番号7､8,10､11､12 

・建設業の許可を受けていない者       ： 書類番号12 

・現地見学を希望しない者         ： 書類番号15 

（４）提出方法 

参加表明書等の提出方法は、次のとおりとする。  

【持参する場合】 

午前８時30分から午後５時15分まで（土日、祝日を除く）  

【郵送する場合】 

封筒の表面に「伯方最終処分場跡 大規模太陽光発電事業 参加表明書等在

中」と記載し、書留郵便等の配達記録が残るように送付すること。 また、

郵送後「６ 担当部署」に提出した旨を電話連絡すること。  

（５）参加資格審査結果の通知・基礎資料の提供 

参加資格の審査結果は、市から参加者（コンソーシアムの場合は代表事業者）

に電子メールで通知する。また、通知後電話により受信確認を行う。  

（６）参考資料の交付 

参考資料交付申込書（様式21）を提出した申込者には、参考資料（別紙１－２

（位置図）及び別紙１－３（敷地詳細図）の CADデータ、接続検討申込書、電力供

給予定施設の電力使用量（30分値）等）を交付する。  

 

11 企画提案書の提出 

提案者は、提案書に次の提出書類に各々書類符号を記した表紙とインデックス

を付け、A4縦長ファイルに閉じたもの11部（正本１部、副本10部）を持参又は郵

送すること。 

（１）提出期間 

令和８年10月１日（木）から令和８年10月16日（金）午後５時15分まで（必着） 

（２）提出場所 

前記「６ 担当部署」 

（３）提出書類 

「８ 提出書類（企画提案書）」のとおり  
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（４）提出方法 

【持参する場合】 

午前８時30分から午後５時15分まで（土日、祝日を除く）  

【郵送する場合】 

封筒の表面に「伯方最終処分場跡 大規模太陽光発電事業 提案書在中」と記

載し、書留郵便等の配達記録が残るように送付すること。郵送後、「６ 担

当部署」に提出した旨を電話連絡すること。 

（５）留意事項 

ア 提案は、提案者１者につき１件を上限とする。  

イ 提出後の提案書の訂正、追加及び再提出は認めない。また、提出後の提案

内容の訂正、追加及び再提出は認めない。 ただし、提出書類の脱漏又は不

明確な表示等があり、かつ本市が変更を認めたときはこの限りでない。  

 

12 選定方法 

選定は、「伯方最終処分場跡 大規模太陽光発電事業 プロポーザル選定委員会」

（以下「選定委員会」という。）が行い、別紙３「評価基準」により優先交渉権者

を選定する。 

（１）第１次審査（書類審査）  

提出された企画提案書を評価基準に基づいて審査し、高い評価を得た参加者を

選定する。ただし、プロポーザルの参加者が少数である場合など市が適当と判断

したときは、第１次審査を省略し、第２次審査において書類審査及びプレゼンテ

ーション又はヒアリング（以下「プレゼンテーション等」という。）による選定を

実施することがある。 

（２）第２次審査（プレゼンテーション等による最終審査）  

第１次審査により選定された者に対し企画提案についてのプレゼンテーション

等を実施し、別紙３「評価基準」で示す評価基準に基づいて再評価するとともに、

プレゼンテーション等の内容で加算点を追加し、得点の高い順に順位を付け、最

高得点を挙げた者を優先交渉権者として選定する。なお、最高得点を挙げた者が

２人以上いる場合は、①に該当する者を、①が同得点の場合は、②に該当する者

を候補事業者とする。 

① 電力供給予定施設（必須施設）の想定年間販売電気料金が最も安価な者 

② 評価項目(２)企画提案力の得点が最も高い者  

（３）参加者が１者の場合の審査  

参加者が１者の場合は、選定委員会による前記審査を行い、契約の目的を達成

できるものであると判断したときは、優先交渉権者として選定する。  

 

13 選定結果の通知 

（１）第１次審査（書類審査）  

選定結果は、全ての提案者に書面で通知する。なお、審査の過程は公表しない。

また、第１次審査通過者には、ヒアリング等を実施する旨を書面及び電子メール
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で通知する。 

（２）第２次審査（プレゼンテーション等による最終審査）  

選定結果を書面及び電子メールにより第２次審査の参加者全員に通知する。  

 

14 失格事項  

本プロポーザルの提案者又は提出された企画提案書等が、次のいずれかに該当す

る場合は、その提案を失格とする。  

（１）参加資格要件を満たしていない場合  

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事

項等の条件に適合しない書類の提出があった場合  

（４）提案書の内容が仕様書の水準を満たしていないことが明らかであると認められ

るとき 

（５）見積金額（PPA単価）の金額が、見積限度額を超えた場合  

（６）企画提案書の作成にあたり、第三者の特許権、著作権、商標権、実用新案権そ

の他の排他的権利を侵害した場合  

（７）追加資料の提出を求めた場合において、正当な理由なく提出されない場合  

（８）説明会を開催した場合において、正当な理由なく欠席した場合  

（９）プロポーザル選定委員会委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求め

た場合 

（10）他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行った場合  

（11）選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合  

 

15 その他 

（１）言語及び通貨単位 

手続きにおいて使用する言語や通貨等は、日本語及び日本国通貨に限る。  

（２）費用負担  

ア 本提案に係る一切の費用は、提案者の負担とする。  

イ 災害の発生等、緊急やむを得ない理由により本公募型プロポーザルを実施

することができないと認めるときは、停止、中止又は取り消すことがある。

この場合において本公募型プロポーザルに要した費用を本市に請求するこ

とはできない。 

ウ 事業者の決定後、当該事業者が辞退の意向を示した場合、当該事業者の決

定を取消したうえで、次点の者を繰り上げて新たな設置事業者とするか、又

は再公募を行うことがある。その場合、当該事業者に対して損害賠償請求を

行うことがあるので留意すること。  

（３）著作権等の権利 

ア 提案書の著作権は原則として各提案者に帰属する。ただし、採用した提案

書等の著作権は本市に帰属する。  

イ 提案者は、本市に対し、提案者が提案を創作したこと並びに第三者の著作
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権、著作人格権及びその他特許権、商標権を含むいかなる知的財産権をも侵

害するものではないことを保証するものとする。  

ウ 提案書の利用について、第三者から権利侵害の訴えその他の紛争が生じた

ときは、提案者は、自己の費用及び責任においてこれを解決するものとし、

かつ本市に何らかの損害を与えたときは、その損害を賠償するものとする。 

（４）情報公開 

ア  市は提出された企画提案書等について、今治市情報公開条例の規定による

請求に基づき第三者に開示することができるものとする。ただし、事業を営

む上で、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められ

る情報は非開示となる場合がある。  

イ 次に掲げる事項について、今治市ホームページ等において公表する。  

（ア）事業名 

（イ）事業期間 

（ウ）選定した契約候補者の名称  

（エ）選定の理由及び結果  

（オ）担当課の名称 

（５）提案書、提出書類及び資料の取扱い  

ア 参加表明書、企画提案書その他提出された書類は、返却しない。  

イ 提出された書類は、本プロポーザルの審査以外には使用しない。ただし、

契約候補者に選定された者が作成した企画提案書等の書類については、市が

必要と認める場合には、市は、契約候補者にあらかじめ通知することにより

その一部又は全部を無償で使用することができるものとする。  

ウ 採用となった提案については、提案内容の一層の充実を図るため本市と事

業予定者の協議により、内容の一部を調整する場合がある。  

（６）その他 

ア 本提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。  

イ 本市が提供する資料は、本事業の応募以外の目的で使用してはならない。  

ウ プロポーザル選定委員会の委員が関係する事業者は参加できない。  

エ 企画提案書等に記載した配置予定の業務担当者は、原則として変更できな

い。ただし、病休、死亡、退職等やむを得ない理由により変更を行う場合に

は、同等以上の業務担当者であるとの今治市の了承を得なければならない。 


